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主 な 記 事

賃上げ税制の「給与等の支給額」の範囲 ２面

ＰＦ課税のインボイス交付義務 ２面

マンション評価通達の適用で

松本税理士に特別インタビュー ３面

　

ま

も

な

く

各

省

庁

か

ら

令

和

７

年

度

税

制

改

正

要

望

が

公

表

さ

れ

る

。

７

年

度

税

制

改

正

で

は

、

政

府

全

体

と

し

て

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

（

証

拠

に

基

づ

く

政

策

立

案

）

の

取

組

み

が

進

む

中

、

税

制

で

も

客

観

的

な

デ

ー

タ

に

基

づ

き

、

そ

の

有

効

性

等

の

検

証

を

行

う

必

要

性

が

高

ま

っ

て

き

て

い

る

こ

と

を

受

け

て

、

租

税

特

別

措

置

を

中

心

に

効

果

の

検

証

が

行

わ

れ

る

見

通

し

だ

。

た

だ

、

効

果

の

検

証

に

必

要

な

デ

ー

タ

が

必

ず

し

も

十

分

に

そ

ろ

っ

て

い

る

わ

け

で

は

な

く

、

６

月

に

開

催

さ

れ

た

政

府

税

制

調

査

会

の

「

税

制

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

に

関

す

る

専

門

家

会

合

」

で

も

、

専

門

家

か

ら

そ

の

難

し

さ

を

指

摘

す

る

声

が

出

て

い

た

。

令和６年度末までに適用期

限が到来する法人税関係の

租税特別措置

・中小企業者等の法人税率の

特例

・中小企業投資促進税制

・地域未来投資促進税制

・企業版ふるさと納税制度

・中小企業経営強化税制

・５Ｇ導入促進税制

・ＤＸ投資促進税制

・中小企業防災・減災投資促

進税制（計画の認定期限）

・医療用機器等の特別償却

など計�項目

　

国

税

庁

は

７

月

�

日

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

関

し

て

多

く

寄

せ

ら

れ

る

質

問

を

更

新

し

た

（

８

月

５

日

号

１

面

参

照

）

。

今

週

号

で

は

、

追

加

さ

れ

た

「

地

方

公

営

企

業

法

適

用

の

特

別

会

計

に

移

行

す

る

際

の

適

格

請

求

書

発

行

事

業

者

の

登

録

」

を

紹

介

す

る

。

　

上

下

水

道

の

特

別

会

計

を

有

す

る

地

方

公

共

団

体

が

、

地

方

公

営

企

業

法

適

用

の

特

別

会

計

に

移

行

す

る

こ

と

と

な

り

、

移

行

前

の

特

別

会

計

で

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

の

登

録

申

請

を

行

い

登

録

番

号

の

付

番

を

受

け

て

い

た

が

、

移

行

に

当

た

っ

て

は

登

録

番

号

も

移

行

さ

れ

る

の

か

と

い

う

も

の

で

、

回

答

の

概

要

は

以

下

の

と

お

り

。

　

地

方

公

共

団

体

の

特

別

会

計

が

、

地

方

公

営

企

業

法

の

規

定

を

適

用

す

る

特

別

会

計

に

移

行

す

る

場

合

、

通

常

、

現

在

の

特

別

会

計

（

旧

特

別

会

計

）

は

廃

止

さ

れ

、

新

た

な

特

別

会

計

が

設

置

さ

れ

る

こ

と

と

な

る

。

　

そ

の

た

め

、

旧

特

別

会

計

に

お

い

て

は

「

事

業

廃

止

届

出

書

」

の

提

出

が

必

要

と

な

り

、

そ

れ

に

伴

い

旧

特

別

会

計

の

登

録

番

号

は

失

効

す

る

こ

と

と

な

る

の

で

、

移

行

後

の

新

た

な

特

別

会

計

に

お

い

て

改

め

て

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

の

登

録

申

請

を

行

い

、

登

録

番

号

の

付

番

を

受

け

る

必

要

が

あ

る

。

　

な

お

、

新

た

に

特

別

会

計

を

設

置

し

た

場

合

に

は

、

設

置

日

以

後

に

登

録

申

請

を

行

う

こ

と

と

な

る

が

、

特

別

会

計

の

設

置

日

の

属

す

る

課

税

期

間

の

初

日

か

ら

登

録

を

受

け

よ

う

と

す

る

旨

を

記

載

し

た

登

録

申

請

書

を

、

そ

の

課

税

期

間

の

末

日

ま

で

に

提

出

し

た

場

合

、

そ

の

課

税

期

間

の

初

日

に

登

録

を

受

け

た

も

の

と

み

な

さ

れ

る

特

例

が

設

け

ら

れ

て

い

る

。

　

た

だ

し

、

登

録

申

請

書

を

提

出

し

て

か

ら

、

登

録

通

知

を

受

け

る

ま

で

は

一

定

の

期

間

を

要

す

る

こ

と

か

ら

、

早

期

に

イ

ン

ボ

イ

ス

等

を

交

付

す

る

た

め

に

は

、

設

置

日

以

後

速

や

か

に

登

録

申

請

を

行

い

、

登

録

番

号

の

通

知

を

受

け

る

必

要

が

あ

る

。

　

登

録

日

（

課

税

期

間

の

初

日

）

か

ら

イ

ン

ボ

イ

ス

等

を

交

付

す

る

義

務

は

生

じ

る

が

、

通

知

を

受

け

る

ま

で

の

間

、

イ

ン

ボ

イ

ス

等

を

交

付

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

の

で

、

例

え

ば

、

取

引

先

に

対

し

て

、

通

知

を

受

け

る

ま

で

は

、

登

録

番

号

の

な

い

請

求

書

等

を

交

付

し

、

通

知

後

に

改

め

て

イ

ン

ボ

イ

ス

等

を

交

付

し

直

す

な

ど

の

対

応

を

す

る

こ

と

が

考

え

ら

れ

る

。

　

国

税

庁

は

�

日

、

令

和

６

年

分

所

得

税

の

定

額

減

税

Ｑ

＆

Ａ

（

概

要

・

源

泉

所

得

税

関

係

）

を

改

訂

し

た

。

Ｑ

＆

Ａ

の

追

加

は

な

く

、

６

問

で

修

正

が

加

え

ら

れ

て

い

る

。

　

修

正

で

は

、

年

調

減

税

の

際

に

用

い

る

基

礎

控

除

申

告

書

、

配

偶

者

控

除

等

申

告

書

及

び

所

得

金

額

調

整

控

除

申

告

書

と

「

年

末

調

整

に

係

る

申

告

書

」

の

兼

用

様

式

で

あ

る

「

令

和

６

年

分

給

与

所

得

者

の

基

礎

控

除

申

告

書

兼

給

与

所

得

者

の

配

偶

者

控

除

等

申

告

書

兼

年

末

調

整

に

係

る

定

額

減

税

の

た

め

の

申

告

書

兼

所

得

金

額

調

整

控

除

申

告

書

」

を

９

月

下

旬

に

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

す

る

こ

と

を

主

に

追

記

。

　

そ

の

上

で

、

給

与

所

得

者

の

合

計

所

得

金

額

が

１

８

０

５

万

円

を

超

え

る

場

合

は

年

調

減

税

の

適

用

を

受

け

る

こ

と

が

で

き

な

い

の

で

、

給

与

の

支

払

者

は

、

そ

の

給

与

所

得

者

の

提

出

し

た

基

礎

控

除

申

告

書

に

記

載

さ

れ

た

６

年

分

の

合

計

所

得

金

額

の

見

積

額

を

確

認

（

新

設

さ

れ

る

「

本

人

定

額

減

税

対

象

」

欄

の

チ

ェ

ッ

ク

が

正

し

い

か

確

認

）

し

、

判

定

を

行

う

こ

と

な

ど

が

示

さ

れ

た

。

　

６

年

度

末

ま

で

に

適

用

期

限

が

到

来

す

る

租

税

特

別

措

置

の

う

ち

法

人

税

関

係

の

も

の

は

表

の

と

お

り

。

　

政

府

税

調

が

設

置

し

た

税

制

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

に

関

す

る

専

門

家

会

合

の

初

回

会

合

（

６

月

�

日

開

催

）

で

座

長

の

赤

井

伸

郎

大

阪

大

学

大

学

院

教

授

は

冒

頭

、

「

７

年

度

税

制

改

正

を

見

越

し

、

今

後

期

限

が

到

来

す

る

租

税

特

別

措

置

に

つ

い

て

、

影

響

が

大

き

い

も

の

か

ら

順

次

、

政

策

効

果

、

費

用

対

効

果

、

メ

リ

ハ

リ

づ

け

と

い

っ

た

観

点

か

ら

議

論

を

行

っ

て

い

っ

て

は

ど

う

か

」

と

提

案

。

　

続

い

て

、

総

務

省

行

政

評

価

局

か

ら

租

税

特

別

措

置

等

の

効

果

検

証

手

法

の

検

討

に

関

す

る

説

明

が

あ

っ

た

。

同

局

は

今

春

、

本

件

に

関

す

る

報

告

書

を

取

り

ま

と

め

、

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

の

リ

ー

デ

ィ

ン

グ

ケ

ー

ス

と

し

て

五

つ

の

租

税

特

別

措

置

の

効

果

検

証

を

行

っ

た

が

、

こ

の

う

ち

６

年

度

末

ま

で

に

適

用

期

限

を

迎

え

る

中

小

企

業

投

資

促

進

税

制

と

中

小

企

業

経

営

強

化

税

制

に

つ

い

て

、

両

税

制

は

制

度

の

内

容

や

改

正

タ

イ

ミ

ン

グ

が

類

似

し

て

お

り

、

そ

れ

ぞ

れ

の

効

果

を

切

り

分

け

た

分

析

が

困

難

で

あ

っ

た

と

指

摘

。

こ

の

た

め

、

適

用

事

業

者

（

両

税

制

の

ど

ち

ら

か

を

適

用

し

た

事

業

者

）

と

非

適

用

事

業

者

（

ど

ち

ら

も

適

用

し

て

い

な

い

事

業

者

）

間

で

差

の

差

分

析

を

行

い

、

投

資

、

売

上

、

労

働

生

産

性

へ

の

プ

ラ

ス

の

影

響

の

可

能

性

が

示

さ

れ

た

が

、

入

手

で

き

た

デ

ー

タ

の

範

囲

・

サ

イ

ズ

に

制

約

が

あ

り

、

分

析

範

囲

に

も

限

界

が

あ

る

こ

と

等

の

示

唆

が

得

ら

れ

た

と

い

う

。

　

こ

う

し

た

結

果

に

対

し

、

各

委

員

か

ら

は

「

租

税

特

別

措

置

は

な

か

な

か

デ

ー

タ

を

上

手

に

使

わ

な

い

と

分

析

が

難

し

い

」

「

政

策

を

策

定

す

る

時

点

か

ら

、

将

来

ど

う

い

う

ロ

ジ

ッ

ク

、

ス

ト

ラ

ク

チ

ャ

ー

で

そ

の

政

策

を

定

量

的

に

正

当

化

す

る

の

か

と

い

っ

た

点

な

ど

を

検

討

し

て

、

将

来

的

に

必

要

と

な

る

エ

ビ

デ

ン

ス

や

デ

ー

タ

も

得

ら

れ

る

よ

う

な

形

で

あ

ら

か

じ

め

政

策

立

案

の

段

階

か

ら

考

え

て

い

く

べ

き

」

な

ど

の

意

見

が

出

た

。

　

ま

だ

緒

に

就

い

た

ば

か

り

の

Ｅ

Ｂ

Ｐ

Ｍ

だ

が

、

デ

ー

タ

の

充

実

も

含

め

て

取

組

み

を

強

化

・

発

展

さ

せ

て

い

く

必

要

が

あ

る

。

令

和

　

年

　

月

　

日
６ ８ �

第３６１６号
（昭和�年�月�日第３種郵便物認可）�税のしるべ　　２０２４年



　

外

国

人

旅

行

者

を

対

象

と

し

た

免

税

制

度

が

大

き

く

変

わ

ろ

う

と

し

て

い

る

。

観

光

庁

の

発

表

に

よ

る

と

、

今

年

３

月

�

日

時

点

で

の

消

費

税

免

税

店

数

は

、

三

大

都

市

圏

で

３

万

６

９

６

０

店

、

三

大

都

市

圏

を

除

く

地

方

で

２

万

２

５

２

５

店

と

増

加

傾

向

に

あ

る

と

い

う

★

外

国

人

旅

行

者

向

け

免

税

制

度

は

、

令

和

６

年

度

税

制

改

正

に

お

い

て

、

抜

本

的

な

見

直

し

が

行

わ

れ

る

方

針

が

明

ら

か

に

さ

れ

た

。

そ

の

背

景

に

は

訪

日

客

が

免

税

で

購

入

し

た

物

品

を

、

日

本

国

内

で

転

売

し

て

い

る

と

疑

わ

れ

る

事

例

が

相

次

い

で

い

る

こ

と

が

あ

る

★

新

た

な

制

度

で

は

、

不

正

な

転

売

防

止

対

策

と

し

て

、

購

入

時

に

免

税

を

適

用

す

る

の

で

は

な

く

、

出

国

時

に

購

入

品

を

持

ち

出

す

こ

と

を

確

認

し

て

か

ら

、

後

で

消

費

税

を

返

金

す

る

制

度

に

改

め

る

方

針

だ

。

訪

日

客

の

利

便

性

な

ど

に

も

配

慮

し

つ

つ

、

不

正

な

転

売

行

為

が

減

る

制

度

に

な

る

こ

と

を

期

待

し

た

い

。

（

Ｍ

）

　

令

和

６

年

度

税

制

改

正

の

賃

上

げ

促

進

税

制

に

つ

い

て

、

経

済

産

業

省

か

ら

全

企

業

向

け

、

中

堅

企

業

向

け

の

ガ

イ

ド

ブ

ッ

ク

が

公

表

さ

れ

た

（

８

月

�

日

号

１

面

参

照

）

。

６

年

度

改

正

で

は

、

診

療

報

酬

や

介

護

報

酬

の

改

定

に

よ

る

賃

上

げ

分

を

同

税

制

の

対

象

と

す

る

た

め

、

「

給

与

等

の

支

給

額

」

の

範

囲

が

見

直

さ

れ

て

お

り

、

適

用

時

期

に

つ

い

て

は

経

過

的

取

扱

い

が

あ

る

。

ガ

イ

ド

ブ

ッ

ク

で

は

、

給

与

等

の

支

給

額

か

ら

控

除

し

な

い

こ

と

と

さ

れ

た

「

役

務

の

提

供

の

対

価

と

し

て

支

払

を

受

け

る

金

額

」

に

つ

い

て

、

６

年

４

月

１

日

以

降

に

開

始

す

る

各

事

業

年

度

ま

た

は

７

年

か

ら

の

各

年

だ

け

で

な

く

、

６

年

４

月

１

日

前

に

開

始

し

、

か

つ

、

同

日

以

後

に

終

了

す

る

事

業

年

度

分

の

法

人

税

及

び

６

年

分

の

所

得

税

に

つ

い

て

も

、

給

与

等

の

支

給

額

か

ら

控

除

す

る

「

補

塡

額

」

に

含

ま

れ

な

い

こ

と

と

し

て

も

差

し

支

え

な

い

と

し

て

い

る

。

（

�

日

）

派

遣

職

員

＜

ア

ジ

ア

開

発

銀

行

＞

（

国

税

庁

長

官

官

房

付

）

千

葉

　

悠

平

（

�

日

）

高

松

国

税

局

総

務

部

主

任

税

務

相

談

官

（

東

京

国

税

局

総

務

部

税

務

相

談

室

税

務

相

談

官

）

秋

山

　

将

司

東

京

国

税

局

総

務

部

税

務

相

談

室

税

務

相

談

官

兼

税

務

大

学

校

総

合

教

育

部

教

授

（

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

監

督

評

価

官

室

高

松

派

遣

監

督

評

価

官

）

西

岡

　

研

一

国

税

庁

長

官

官

房

総

務

課

監

督

評

価

官

室

高

松

派

遣

監

督

評

価

官

（

高

松

国

税

局

総

務

部

主

任

税

務

相

談

官

）

山

上

　

光

二

　

国

税

庁

は

先

月

、

「

消

費

税

の

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

課

税

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

」

の

国

外

事

業

者

用

と

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

用

を

公

表

す

る

と

と

も

に

、

「

国

境

を

越

え

た

役

務

の

提

供

に

係

る

消

費

税

の

課

税

に

関

す

る

Ｑ

＆

Ａ

」

を

改

訂

し

、

国

内

事

業

者

向

け

と

国

外

事

業

者

向

け

の

リ

ー

フ

レ

ッ

ト

も

公

表

し

た

。

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

課

税

（

Ｐ

Ｆ

課

税

）

は

、

ア

プ

リ

や

電

子

書

籍

な

ど

を

提

供

す

る

国

外

事

業

者

と

、

そ

の

サ

ー

ビ

ス

の

仲

介

を

行

う

ア

プ

リ

ス

ト

ア

や

オ

ン

ラ

イ

ン

モ

ー

ル

な

ど

の

「

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

」

を

運

営

す

る

大

手

事

業

者

が

対

象

と

な

る

制

度

。

そ

の

た

め

、

そ

の

サ

ー

ビ

ス

を

利

用

す

る

国

内

事

業

者

に

は

原

則

影

響

は

な

い

が

、

申

告

・

納

税

義

務

と

と

も

に

、

イ

ン

ボ

イ

ス

の

交

付

義

務

が

、

国

外

事

業

者

か

ら

「

特

定

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

事

業

者

（

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

）

」

に

変

わ

る

た

め

、

こ

れ

ま

で

で

き

な

か

っ

た

仕

入

税

額

控

除

を

適

用

で

き

る

場

合

が

あ

る

。

　

Ｐ

Ｆ

課

税

は

、

令

和

７

年

４

月

１

日

以

後

に

国

外

事

業

者

が

、

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

日

本

国

内

に

お

い

て

行

う

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

の

う

ち

、

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

を

介

し

て

当

該

役

務

の

提

供

の

対

価

を

収

受

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

当

該

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

が

当

該

役

務

の

提

供

を

行

っ

た

も

の

と

み

な

し

て

申

告

・

納

税

を

行

う

と

す

る

も

の

。

　

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

と

は

、

例

え

ば

、

イ

ン

タ

ー

ネ

ッ

ト

等

を

介

し

て

、

広

く

消

費

者

を

対

象

に

提

供

さ

れ

て

い

る

電

子

書

籍

・

音

楽

・

映

像

の

配

信

等

と

さ

れ

て

い

る

。

消

費

者

が

提

供

を

受

け

る

も

の

に

限

ら

れ

ず

、

事

業

者

が

提

供

を

受

け

る

も

の

も

含

ま

れ

る

。

　

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

と

は

、

一

定

の

要

件

を

満

た

す

Ｐ

Ｆ

事

業

者

と

し

て

、

国

税

庁

長

官

の

指

定

を

受

け

た

事

業

者

。

指

定

要

件

は

、

Ｐ

Ｆ

事

業

者

の

そ

の

課

税

期

間

に

お

い

て

、

そ

の

提

供

す

る

デ

ジ

タ

ル

プ

ラ

ッ

ト

フ

ォ

ー

ム

を

介

し

て

国

外

事

業

者

が

日

本

国

内

向

け

に

行

う

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

に

係

る

対

価

の

額

の

う

ち

、

当

該

Ｐ

Ｆ

事

業

者

を

介

し

て

収

受

す

る

も

の

の

合

計

額

が

�

億

円

を

超

え

る

も

の

と

な

っ

て

い

る

。

　

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

は

、

国

税

庁

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

で

公

表

さ

れ

る

こ

と

と

な

っ

て

お

り

、

７

年

４

月

１

日

か

ら

Ｐ

Ｆ

課

税

の

対

象

と

な

る

も

の

は

、

６

年

�

月

�

日

ま

で

に

指

定

を

行

い

、

公

表

す

る

と

さ

れ

て

い

る

。

　

Ｐ

Ｆ

課

税

の

対

象

と

な

る

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

に

つ

い

て

は

、

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

が

行

っ

た

も

の

と

み

な

さ

れ

る

た

め

、

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

が

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

あ

る

場

合

、

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

を

行

う

国

外

事

業

者

が

イ

ン

ボ

イ

ス

発

行

事

業

者

で

あ

る

か

ど

う

か

に

か

か

わ

ら

ず

、

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

が

イ

ン

ボ

イ

ス

を

交

付

す

る

必

要

が

あ

る

。

　

そ

の

た

め

、

例

え

ば

、

こ

れ

ま

で

国

外

事

業

者

か

ら

イ

ン

ボ

イ

ス

が

発

行

さ

れ

な

い

こ

と

に

よ

り

、

仕

入

税

額

控

除

が

受

け

ら

れ

な

か

っ

た

消

費

者

向

け

電

気

通

信

利

用

役

務

の

提

供

に

つ

い

て

、

Ｐ

Ｆ

課

税

の

対

象

と

な

る

場

合

は

、

特

定

Ｐ

Ｆ

事

業

者

が

交

付

す

る

イ

ン

ボ

イ

ス

に

よ

り

、

仕

入

税

額

控

除

の

適

用

が

受

け

ら

れ

る

こ

と

と

な

る

。

　

な

お

、

財

務

省

に

よ

る

と

、

Ｐ

Ｆ

課

税

の

導

入

に

よ

り

国

外

事

業

者

に

代

わ

っ

て

Ｐ

Ｆ

事

業

者

か

ら

適

正

に

納

め

ら

れ

る

こ

と

が

見

込

ま

れ

る

消

費

税

額

は

、

平

年

度

で

１

８

０

億

円

と

な

っ

て

い

る

。

　

賃

上

げ

促

進

税

制

で

は

、

適

用

可

否

の

判

定

及

び

税

額

控

除

額

の

算

定

の

基

礎

と

な

る

給

与

等

の

支

給

額

か

ら

、

給

与

等

の

支

給

に

充

て

る

た

め

他

の

者

か

ら

支

払

を

受

け

る

金

額

を

除

く

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

。

　

６

年

度

改

正

で

は

、

看

護

職

員

処

遇

改

善

評

価

料

の

額

及

び

介

護

職

員

処

遇

改

善

加

算

の

額

の

よ

う

に

、

役

務

の

提

供

の

対

価

と

し

て

支

払

を

受

け

る

金

額

に

つ

い

て

、

他

の

者

か

ら

支

払

を

受

け

る

金

額

か

ら

除

く

、

す

な

わ

ち

、

給

与

等

の

支

給

額

か

ら

控

除

し

な

い

こ

と

と

さ

れ

た

。

　

ガ

イ

ド

ブ

ッ

ク

で

は

、

適

用

要

件

（

賃

上

げ

率

）

の

計

算

に

お

け

る

注

意

点

と

し

て

、

補

塡

額

が

あ

る

場

合

に

は

、

給

与

等

の

支

給

額

か

ら

そ

の

金

額

を

控

除

す

る

が

、

雇

用

安

定

助

成

金

額

及

び

役

務

の

提

供

の

対

価

と

し

て

支

払

を

受

け

る

金

額

は

、

補

塡

額

に

は

含

ま

れ

て

い

な

い

と

し

て

い

る

。

　

補

塡

額

に

つ

い

て

は

、

そ

の

説

明

と

と

も

に

、

該

当

す

る

国

の

補

助

金

等

の

例

が

表

で

掲

載

さ

れ

て

い

る

。

　

役

務

の

提

供

の

対

価

と

し

て

支

払

を

受

け

る

金

額

に

つ

い

て

は

、

看

護

職

員

処

遇

改

善

評

価

料

の

額

及

び

介

護

職

員

処

遇

改

善

加

算

の

額

の

よ

う

に

、

次

の

①

か

ら

③

ま

で

に

掲

げ

る

報

酬

の

額

そ

の

他

こ

れ

ら

に

類

す

る

公

定

価

格

が

設

定

さ

れ

て

い

る

取

引

に

お

け

る

取

引

金

額

に

含

ま

れ

る

額

と

な

っ

て

い

る

。

　

①

健

康

保

険

法

そ

の

他

法

令

の

規

定

に

基

づ

く

診

療

報

酬

の

額

　

②

介

護

保

険

法

そ

の

他

法

令

の

規

定

に

基

づ

く

介

護

報

酬

の

額

　

③

障

害

者

の

日

常

生

活

及

び

社

会

生

活

を

総

合

的

に

支

援

す

る

た

め

の

法

律

そ

の

他

法

令

の

規

定

に

基

づ

く

障

害

福

祉

サ

ー

ビ

ス

等

報

酬

の

額

　

な

お

、

給

与

等

の

支

給

額

の

範

囲

の

見

直

し

に

お

け

る

適

用

時

期

の

経

過

的

取

扱

い

に

つ

い

て

は

、

６

月

に

公

表

さ

れ

た

「

法

人

税

基

本

通

達

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

」

で

示

さ

れ

て

い

る

。

（２）税　の　し　る　べ令和６年（２０２４年） 月 日 　



　

居

住

用

の

区

分

所

有

財

産

の

評

価

に

つ

い

て

の

個

別

通

達

（

い

わ

ゆ

る

マ

ン

シ

ョ

ン

評

価

通

達

）

の

適

用

が

今

年

１

月

１

日

か

ら

始

ま

り

、

７

か

月

あ

ま

り

が

経

過

し

た

。

相

続

税

の

申

告

期

限

が

被

相

続

人

の

死

亡

を

知

っ

た

日

の

翌

日

か

ら

�

か

月

以

内

と

な

っ

て

い

る

の

で

、

同

通

達

を

適

用

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

相

続

が

�

月

１

日

以

降

順

次

、

相

続

税

の

申

告

期

限

を

迎

え

る

。

そ

こ

で

、

資

産

税

関

係

の

著

作

を

多

数

執

筆

し

、

同

通

達

に

も

詳

し

い

税

理

士

の

松

本

好

正

氏

に

通

達

制

定

後

の

業

界

内

外

の

動

き

等

に

つ

い

て

話

を

聞

い

た

。

　

ま

つ

も

と

・

よ

し

ま

さ

　

東

京

国

税

局

の

訴

訟

担

当

や

評

価

審

査

指

導

係

長

な

ど

を

経

て

、

現

在

、

東

京

都

港

区

赤

坂

で

税

理

士

・

不

動

産

鑑

定

士

業

を

営

む

。

主

な

著

書

に

「

居

住

用

区

分

所

有

財

産

の

評

価

の

実

務

」

「

空

き

家

の

譲

渡

所

得

に

係

る

課

税

特

例

の

す

べ

て

」

「

非

上

場

株

式

の

評

価

の

仕

方

と

記

載

例

（

令

和

６

年

版

）

」

（

い

ず

れ

も

大

蔵

財

務

協

会

刊

）

な

ど

。

個別通達の概要

①サンプル調査で一戸建ての相続税評価額

と市場価格の乖離率が平均１．６６倍だった

ことを踏まえて、一戸建てとのバランス

も考慮して、マンション一室の従来どお

りの相続税評価額が市場価格理論値の�

％未満となっているもの（乖離率１．６７倍

超）は市場価格理論値の�％（乖離率１．６７

倍）となるよう評価額を補正する。

（→評価額が従来よりも上がる）

②評価水準が�％～１００％は補正しない。

（→評価額は従来と同様）

③評価水準が１００％超のものは１００％となる

よう評価額を減額する。

（→評価額が従来よりも下がる）

　

―

―

は

じ

め

に

、

個

別

通

達

に

つ

い

て

ど

の

よ

う

に

感

じ

て

い

ま

す

か

。

　

評

価

乖

離

率

の

数

値

に

関

す

る

点

は

と

も

か

く

と

し

て

、

一

般

の

納

税

者

や

税

理

士

か

ら

し

て

も

計

算

式

自

体

は

非

常

に

わ

か

り

や

す

い

の

で

、

仕

組

み

と

し

て

は

よ

い

の

で

な

い

か

。

簡

便

だ

。

ま

た

、

国

税

庁

の

ホ

ー

ム

ペ

ー

ジ

に

掲

載

さ

れ

て

い

る

「

区

分

所

有

補

正

率

の

計

算

明

細

書

」

（

計

算

ツ

ー

ル

・

Ｅ

ｘ

ｃ

ｅ

ｌ

フ

ァ

イ

ル

）

を

使

え

ば

、

計

算

誤

り

を

防

ぐ

こ

と

も

で

き

る

。

　

他

方

、

区

分

所

有

建

物

の

築

年

数

、

総

階

数

指

数

、

専

有

部

分

の

所

有

階

、

敷

地

持

分

狭

小

度

の

四

つ

を

も

と

に

求

め

る

評

価

乖

離

率

を

用

い

た

重

回

帰

式

に

よ

る

理

論

的

な

市

場

価

格

に

つ

い

て

は

、

そ

の

正

し

さ

等

を

検

証

す

る

こ

と

は

で

き

な

い

が

、

例

え

ば

、

総

階

数

指

数

は

総

階

数

が

�

階

で

頭

打

ち

（

�

階

以

上

で

あ

っ

て

も

�

階

と

同

じ

扱

い

）

と

な

っ

て

い

る

。

�

階

建

て

と

�

階

建

て

の

建

物

の

値

段

が

同

じ

か

と

い

え

ば

、

今

は

階

数

の

高

い

建

物

ほ

ど

値

段

が

高

い

傾

向

に

あ

る

の

で

、

今

回

の

見

直

し

の

も

と

も

と

の

目

的

が

高

層

マ

ン

シ

ョ

ン

の

評

価

の

適

正

化

に

あ

っ

た

こ

と

を

考

え

る

と

、

差

を

付

け

る

べ

き

と

い

う

気

は

す

る

。

　

―

―

ほ

か

に

も

気

に

な

る

こ

と

は

あ

り

ま

す

か

。

　

バ

ブ

ル

期

に

建

て

ら

れ

た

リ

ゾ

ー

ト

マ

ン

シ

ョ

ン

な

ど

は

、

管

理

費

や

修

繕

積

立

金

が

高

額

と

な

り

、

そ

の

せ

い

で

売

れ

な

か

っ

た

り

、

売

買

価

格

が

か

な

り

低

額

に

な

っ

て

い

る

も

の

が

あ

る

。

そ

う

し

た

物

件

は

、

そ

も

そ

も

財

産

評

価

基

本

通

達

に

基

づ

く

評

価

が

そ

ぐ

わ

な

い

部

分

が

あ

っ

た

。

そ

ん

な

中

で

今

回

の

個

別

通

達

に

よ

っ

て

さ

ら

に

評

価

額

が

上

が

っ

て

し

ま

う

と

い

う

の

は

実

情

に

合

っ

て

い

な

い

気

が

す

る

。

　

ま

た

、

一

定

の

２

世

帯

住

宅

や

居

住

用

以

外

の

も

の

（

事

業

用

の

テ

ナ

ン

ト

物

件

な

ど

）

は

今

回

の

個

別

通

達

の

対

象

外

と

な

っ

て

い

る

。

こ

う

し

た

点

は

、

少

し

不

公

平

感

が

あ

る

と

思

う

。

超

高

層

マ

ン

シ

ョ

ン

の

事

例

を

含

め

検

証

資

料

が

入

手

で

き

な

い

た

め

対

象

か

ら

外

し

た

の

が

本

音

だ

と

思

う

が

、

こ

れ

ら

は

従

前

ど

お

り

の

節

税

が

で

き

る

可

能

性

が

残

っ

た

こ

と

に

な

る

。

　

―

―

個

別

通

達

は

平

成

�

年

の

売

買

実

例

価

額

に

基

づ

く

乖

離

率

を

使

う

こ

と

に

な

っ

て

い

る

。

こ

の

点

に

つ

い

て

は

。

　

今

の

よ

う

に

地

価

が

上

昇

局

面

に

あ

る

と

き

は

と

も

か

く

、

下

落

傾

向

に

あ

る

と

き

は

、

何

年

も

前

の

乖

離

率

を

使

う

と

不

公

平

感

が

生

じ

る

。

当

局

は

、

建

築

資

材

価

格

の

高

騰

等

に

よ

る

影

響

を

排

除

し

き

れ

な

か

っ

た

の

で

、

コ

ロ

ナ

禍

等

よ

り

前

の

平

成

�

年

の

数

値

を

使

っ

た

と

説

明

を

し

て

い

る

が

、

今

後

の

見

直

し

の

際

に

は

、

こ

の

タ

イ

ム

ラ

グ

は

縮

小

さ

せ

る

の

は

当

然

で

あ

る

。

　

―

―

個

別

通

達

の

導

入

に

よ

る

影

響

は

何

か

出

て

い

ま

す

か

。

　

従

来

よ

り

も

節

税

効

果

は

下

が

っ

た

と

は

い

え

、

依

然

と

し

て

節

税

を

目

的

と

し

た

マ

ン

シ

ョ

ン

の

購

入

は

残

っ

て

い

る

と

思

う

。

個

別

通

達

に

よ

り

地

方

で

は

あ

る

程

度

、

従

来

の

評

価

と

の

開

差

が

修

正

さ

れ

る

が

、

個

別

通

達

に

基

づ

く

理

論

的

な

市

場

価

格

は

全

国

平

均

に

基

づ

い

て

算

出

さ

れ

て

い

る

の

で

、

都

心

部

で

は

平

均

よ

り

も

大

き

な

開

差

が

残

る

の

で

は

な

い

か

。

富

裕

層

は

、

そ

う

し

た

開

差

も

踏

ま

え

て

、

マ

ン

シ

ョ

ン

を

購

入

す

る

こ

と

も

あ

る

と

思

う

。

　

―

―

個

別

通

達

で

は

富

裕

層

だ

け

で

な

く

、

一

般

の

方

も

影

響

を

受

け

る

こ

と

に

な

る

。

　

国

税

庁

の

サ

ン

プ

ル

調

査

で

は

、

マ

ン

シ

ョ

ン

の

約

�

％

で

評

価

額

が

市

場

価

格

の

半

額

以

下

（

乖

離

率

２

倍

超

）

と

な

っ

て

い

た

。

個

別

通

達

は

こ

れ

を

適

正

化

し

よ

う

と

す

る

も

の

な

の

で

、

評

価

は

必

然

的

に

上

が

る

だ

ろ

う

。

　

―

―

個

別

通

達

に

関

し

て

税

理

士

か

ら

ど

の

よ

う

な

質

問

を

受

け

る

こ

と

が

多

い

で

す

か

。

　

税

理

士

か

ら

の

質

問

が

多

い

の

は

評

価

基

本

通

達

６

項

（

こ

の

通

達

の

定

め

に

よ

り

難

い

場

合

の

評

価

）

に

つ

い

て

だ

。

個

別

通

達

に

し

た

が

っ

て

い

れ

ば

、

６

項

の

適

用

は

な

い

と

勘

違

い

し

て

い

る

税

理

士

も

い

る

。

こ

れ

に

つ

い

て

は

、

当

局

も

個

別

通

達

を

適

用

し

た

場

合

で

あ

っ

て

も

従

来

と

同

様

に

６

項

を

適

用

す

る

こ

と

が

あ

る

旨

を

明

確

に

し

て

い

る

。

　

こ

こ

で

、

例

え

ば

相

続

の

５

年

前

に

数

億

円

の

借

入

れ

を

し

て

マ

ン

シ

ョ

ン

を

購

入

し

た

と

い

う

場

合

な

ら

、

そ

れ

ほ

ど

問

題

は

な

い

よ

う

に

思

う

。

し

か

し

、

相

続

直

前

に

借

入

れ

を

し

て

購

入

し

た

と

い

う

場

合

は

、

個

別

通

達

を

適

用

し

て

評

価

し

た

と

し

て

も

６

項

の

適

用

も

あ

り

得

る

と

考

え

な

い

と

い

け

な

い

。

な

ぜ

か

と

い

え

ば

、

令

和

４

年

４

月

�

日

の

最

高

裁

判

決

で

示

さ

れ

て

い

る

よ

う

に

、

６

項

を

適

用

す

る

に

は

通

達

評

価

額

と

鑑

定

評

価

額

（

市

場

価

格

）

と

の

間

に

大

き

な

か

い

離

が

あ

る

と

い

う

だ

け

で

は

不

十

分

で

、

合

理

的

な

理

由

が

必

要

と

な

る

。

相

続

開

始

直

前

に

借

入

れ

を

し

て

購

入

し

た

と

い

う

行

為

に

は

、

そ

う

し

た

行

為

を

行

わ

な

か

っ

た

者

と

の

実

質

的

な

租

税

負

担

の

公

平

性

の

面

で

問

題

が

生

じ

得

る

た

め

、

こ

の

合

理

的

な

理

由

に

な

り

得

る

。

　

だ

か

ら

と

い

っ

て

、

相

続

開

始

直

前

で

あ

っ

て

も

借

入

れ

な

し

で

、

マ

ン

シ

ョ

ン

を

買

っ

た

と

い

う

だ

け

な

ら

、

ケ

ー

ス

バ

イ

ケ

ー

ス

だ

と

思

う

が

、

認

め

ら

れ

る

場

合

も

あ

る

と

思

う

。

　

た

だ

、

こ

れ

ら

は

個

別

通

達

と

６

項

の

問

題

と

い

う

よ

り

も

、

も

と

も

と

存

在

し

た

評

価

通

達

と

６

項

の

問

題

だ

と

い

え

る

。

そ

う

な

っ

て

く

る

と

、

乖

離

率

が

１

・

６

倍

だ

っ

た

ら

よ

い

だ

と

か

、

そ

う

し

た

問

題

で

は

な

い

よ

う

に

思

う

。

マ

ン

シ

ョ

ン

の

購

入

に

、

例

え

ば

相

続

税

対

策

と

い

っ

た

理

由

が

あ

っ

た

か

否

か

と

い

っ

た

こ

と

に

着

目

を

し

て

の

対

応

に

な

る

の

で

は

な

い

か

。

そ

う

考

え

る

と

、

今

回

の

個

別

通

達

の

位

置

づ

け

が

ど

う

な

る

の

か

と

い

え

ば

、

単

純

に

マ

ン

シ

ョ

ン

の

評

価

水

準

を

と

り

あ

え

ず

、

市

場

価

格

理

論

値

に

近

づ

け

る

だ

け

の

も

の

だ

っ

た

と

い

う

こ

と

に

な

る

。

（３） 税　の　し　る　べ 令和６年（２０２４年） 月 日　



扶養手当の見直し

扶養親族 現行 令和７年度 ８年度

配偶者

行（一）７級以下 ６５００円 ３５００円

廃止

行（一）８級 　 ３５００円 廃止

子（１人当たり） １万円 １万１５００円 １万３０００円

　

人

事

院

は

８

日

、

令

和

６

年

の

人

事

院

勧

告

を

行

っ

た

。

こ

の

中

で

民

間

給

与

の

状

況

を

反

映

し

、

国

家

公

務

員

の

給

与

に

つ

い

て

約

�

年

ぶ

り

と

な

る

高

水

準

の

ベ

ー

ス

ア

ッ

プ

を

す

る

よ

う

勧

告

す

る

と

と

も

に

、

扶

養

手

当

に

関

し

て

、

子

に

係

る

手

当

の

増

額

と

あ

わ

せ

て

２

年

か

け

て

配

偶

者

手

当

を

完

全

に

廃

止

す

る

方

針

を

示

し

た

。

人

事

院

勧

告

が

民

間

企

業

の

給

与

等

に

直

接

影

響

を

及

ぼ

す

わ

け

で

は

な

い

が

、

国

が

配

偶

者

手

当

の

廃

止

に

向

け

て

舵

を

切

る

こ

と

の

影

響

は

小

さ

く

は

な

い

。

　

令

和

６

年

度

の

第

２

回

政

治

資

金

適

正

化

委

員

会

が

７

月

�

日

、

総

務

省

内

で

行

わ

れ

、

政

治

資

金

規

正

法

の

改

正

な

ど

に

つ

い

て

報

告

が

あ

っ

た

。

　

同

法

の

改

正

法

は

、

６

月

�

日

に

公

布

さ

れ

、

別

段

の

定

め

が

あ

る

も

の

を

除

き

、

８

年

１

月

１

日

か

ら

施

行

す

る

こ

と

と

さ

れ

た

。

　

今

回

の

改

正

法

は

、

政

治

団

体

の

収

支

報

告

の

適

正

の

確

保

お

よ

び

透

明

性

の

向

上

に

よ

り

政

治

に

対

す

る

国

民

の

信

頼

の

回

復

を

図

る

た

め

、

国

会

議

員

関

係

政

治

団

体

の

代

表

者

の

責

任

の

強

化

、

収

支

報

告

書

の

不

記

載

お

よ

び

虚

偽

記

入

に

係

る

収

入

等

の

国

庫

納

付

制

度

の

導

入

、

政

治

資

金

の

透

明

性

の

向

上

の

た

め

の

デ

ジ

タ

ル

化

の

推

進

な

ど

、

所

要

の

規

定

の

整

備

を

行

っ

て

い

る

。

　

そ

の

た

め

、

当

日

の

同

委

員

会

で

は

事

務

局

か

ら

「

政

治

資

金

規

正

法

の

改

正

に

つ

い

て

」

の

説

明

が

あ

り

、

関

連

の

質

疑

応

答

が

行

わ

れ

た

。

　

な

お

、

６

月

�

日

現

在

の

登

録

政

治

資

金

監

査

人

の

登

録

者

数

は

５

１

６

７

人

、

そ

の

内

訳

は

弁

護

士

３

３

８

人

、

公

認

会

計

士

９

８

９

人

、

税

理

士

３

８

４

０

人

と

、

税

理

士

が

全

体

の

約

�

％

を

占

め

て

い

る

。

　

国

税

庁

は

９

日

、

「

法

人

税

基

本

通

達

等

の

一

部

改

正

に

つ

い

て

」

（

法

令

解

釈

通

達

）

を

取

り

ま

と

め

て

公

表

し

た

。

こ

れ

は

、

令

和

６

年

度

の

法

人

税

関

係

法

令

等

の

改

正

の

う

ち

、

各

対

象

会

計

年

度

の

国

際

最

低

課

税

額

に

対

す

る

法

人

税

等

に

関

す

る

改

正

に

係

る

事

項

に

つ

い

て

の

も

の

。

　

法

人

税

基

本

通

達

関

係

の

「

適

格

適

用

者

変

更

税

額

控

除

額

に

係

る

調

整

等

」

で

は

、

「

割

引

率

と

し

て

合

理

的

と

認

め

ら

れ

る

も

の

」

が

新

設

さ

れ

、

「

適

格

割

引

率

」

と

は

、

い

わ

ゆ

る

複

利

の

応

募

者

利

回

り

を

い

う

こ

と

を

例

示

に

よ

り

明

ら

か

に

す

る

な

ど

し

て

い

る

。

　

な

お

、

今

般

の

改

正

以

外

の

６

年

度

の

法

人

税

関

係

法

令

等

の

改

正

に

対

応

す

る

も

の

に

つ

い

て

は

、

す

で

に

６

月

に

公

表

さ

れ

て

い

る

。

　

全

国

間

税

会

総

連

合

会

（

片

岡

直

公

会

長

）

は

９

日

、

財

務

省

と

国

税

庁

に

「

令

和

７

年

度

税

制

及

び

執

行

に

関

す

る

要

望

書

（

間

接

税

関

係

）

」

を

提

出

し

、

ま

た

、

�

日

に

は

消

費

者

庁

に

提

出

し

た

。

　

要

望

書

で

は

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

つ

い

て

、

中

小

事

業

者

向

け

の

少

額

特

例

の

利

用

状

況

等

を

検

証

し

、

必

要

が

あ

る

と

認

め

ら

れ

る

場

合

に

は

、

恒

久

措

置

へ

の

移

行

も

含

め

た

期

限

到

来

後

の

あ

り

方

を

検

討

す

る

と

と

も

に

、

実

務

の

実

態

等

を

検

証

し

な

が

ら

、

事

務

負

担

を

緩

和

す

る

た

め

の

追

加

的

な

措

置

の

検

討

を

求

め

た

。

　

こ

の

ほ

か

、

非

課

税

と

さ

れ

る

医

療

費

等

に

係

る

控

除

対

象

外

消

費

税

等

へ

の

課

題

と

し

て

、

特

に

高

額

な

設

備

投

資

に

係

る

医

療

機

関

の

仕

入

れ

税

額

の

負

担

や

患

者

等

の

負

担

に

十

分

に

配

慮

し

た

税

制

上

、

財

政

上

の

抜

本

的

な

解

決

に

向

け

総

合

的

に

検

討

す

る

よ

う

要

望

し

た

。

　

要

望

書

の

主

な

内

容

は

次

の

通

り

。

▽

消

費

税

に

関

す

る

事

項

　

⑴

仕

入

税

額

控

除

に

関

す

る

中

小

事

業

者

等

へ

の

配

慮

措

置

の

あ

り

方

　

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

の

中

小

事

業

者

等

の

負

担

緩

和

措

置

等

の

う

ち

、

特

に

中

小

事

業

者

向

け

の

少

額

特

例

（

税

込

価

額

が

１

万

円

未

満

の

課

税

仕

入

れ

を

帳

簿

の

み

の

保

存

で

仕

入

税

額

控

除

を

認

め

る

措

置

）

に

つ

い

て

は

、

そ

の

利

用

状

況

等

を

検

証

し

、

必

要

が

あ

る

と

認

め

ら

れ

場

合

に

は

、

恒

久

措

置

へ

の

移

行

も

含

め

て

、

期

限

到

来

後

の

あ

り

方

に

つ

い

て

検

討

す

べ

き

で

あ

る

。

　

さ

ら

に

、

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

導

入

後

の

実

務

の

実

態

等

を

検

証

し

な

が

ら

、

事

務

負

担

を

緩

和

す

る

た

め

の

追

加

的

な

措

置

に

つ

い

て

も

検

討

す

べ

き

。

　

⑵

非

課

税

と

さ

れ

る

医

療

等

に

係

る

控

除

対

象

外

消

費

税

等

へ

の

課

題

に

つ

い

て

の

抜

本

的

な

見

直

し

　

医

療

機

関

が

購

入

す

る

医

療

機

器

等

に

は

、

消

費

税

が

課

税

さ

れ

る

一

方

、

医

療

は

非

課

税

で

あ

る

た

め

こ

れ

ら

の

費

用

等

に

含

ま

れ

る

消

費

税

は

仕

入

税

額

控

除

が

で

き

な

い

。

こ

の

よ

う

な

仕

入

税

額

控

除

で

き

な

い

消

費

税

分

に

つ

い

て

は

、

当

該

販

売

価

格

や

料

金

等

の

設

定

の

中

で

転

嫁

を

図

る

と

い

う

の

が

基

本

的

な

考

え

方

と

さ

れ

る

。

こ

の

よ

う

な

考

え

方

か

ら

、

診

療

報

酬

制

度

を

基

本

と

す

る

社

会

保

険

医

療

サ

ー

ビ

ス

に

つ

い

て

は

、

こ

の

よ

う

な

控

除

対

象

外

消

費

税

分

も

含

め

た

費

用

等

を

織

り

込

ん

で

社

会

保

険

診

療

報

酬

の

改

定

等

を

行

う

こ

と

と

さ

れ

て

い

る

。

し

か

し

な

が

ら

、

各

医

療

機

関

等

に

お

い

て

行

う

設

備

投

資

等

は

区

々

で

あ

り

、

特

に

高

額

な

設

備

投

資

に

係

る

負

担

等

は

多

額

で

あ

り

、

病

院

経

営

に

大

き

な

影

響

を

与

え

て

い

る

と

い

う

意

見

も

多

く

聞

か

れ

る

。

こ

の

よ

う

な

医

療

に

係

る

消

費

税

の

課

題

に

つ

い

て

は

、

医

療

機

関

等

の

意

見

、

特

に

高

額

な

設

備

投

資

に

係

る

負

担

等

の

課

題

も

踏

ま

え

、

医

療

機

関

の

仕

入

れ

税

額

の

負

担

及

び

患

者

等

の

負

担

に

十

分

に

配

慮

し

、

関

係

者

の

負

担

の

公

平

性

、

透

明

性

を

確

保

し

つ

つ

、

税

制

上

、

財

政

上

の

抜

本

的

な

解

決

に

向

け

て

総

合

的

に

検

討

す

べ

き

で

あ

る

。

▽

執

行

に

関

す

る

事

項

　

課

税

の

適

正

化

と

課

税

処

理

の

統

一

化

　

軽

減

税

率

制

度

の

実

施

や

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

の

導

入

に

伴

い

、

税

率

の

適

用

誤

り

や

区

分

経

理

に

よ

る

税

額

計

算

、

さ

ら

に

は

イ

ン

ボ

イ

ス

の

発

行

な

ど

に

誤

り

が

生

じ

な

い

よ

う

、

引

き

続

き

、

軽

減

税

率

制

度

や

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

関

す

る

広

報

・

周

知

に

努

め

る

と

と

も

に

、

誤

り

易

い

事

例

に

関

す

る

課

税

上

の

取

扱

い

な

ど

を

積

極

的

に

開

示

・

情

報

提

供

す

る

こ

と

な

ど

に

よ

り

、

課

税

の

適

正

化

と

課

税

処

理

の

統

一

化

に

努

め

る

べ

き

で

あ

る

。

ま

た

、

税

務

調

査

に

お

い

て

は

、

事

業

者

の

実

務

の

実

態

が

不

慣

れ

で

あ

る

状

況

を

踏

ま

え

、

調

査

の

過

程

で

イ

ン

ボ

イ

ス

の

記

載

不

備

を

把

握

し

た

と

し

て

も

、

制

度

が

定

着

す

る

ま

で

は

、

柔

軟

な

対

応

を

徹

底

す

べ

き

で

あ

る

。

　

扶

養

手

当

の

見

直

し

の

内

容

は

表

の

と

お

り

。

行

政

職

俸

給

表

（

一

）

の

７

級

（

本

府

省

課

長

補

佐

級

）

以

下

と

同

８

級

（

本

府

省

室

長

級

）

と

に

分

け

て

実

施

す

る

。

こ

れ

以

外

に

変

更

は

な

い

。

　

人

事

院

は

平

成

�

年

の

人

事

院

勧

告

で

配

偶

者

手

当

を

大

幅

に

削

減

等

（

９

級

以

上

は

こ

の

際

に

廃

止

）

す

る

一

方

、

子

ど

も

に

係

る

手

当

を

拡

充

し

て

い

た

。

今

回

、

こ

の

動

き

を

一

段

推

し

進

め

、

配

偶

者

手

当

を

完

全

に

廃

止

す

る

。

配

偶

者

の

働

き

方

に

中

立

な

制

度

に

向

か

う

社

会

状

況

の

変

化

に

対

応

す

る

と

と

も

に

、

子

を

持

つ

職

員

に

対

す

る

生

計

費

の

補

填

を

充

実

さ

せ

る

こ

と

が

目

的

と

し

て

い

る

。

　

令

和

６

年

の

職

種

別

民

間

給

与

実

態

調

査

に

よ

る

と

、

配

偶

者

手

当

を

支

給

す

る

民

間

の

事

業

所

は

�

・

５

％

の

上

り

、

民

間

で

は

半

数

以

上

で

配

偶

者

手

当

が

支

給

さ

れ

て

い

る

。

た

だ

、

こ

の

数

字

は

減

少

傾

向

に

あ

り

、

人

事

院

が

前

回

、

配

偶

者

手

当

の

見

直

し

を

勧

告

し

た

際

の

�

年

の

調

査

で

は

�

・

８

％

に

上

っ

て

い

た

。

さ

ら

に

、

現

在

、

配

偶

者

手

当

を

支

給

し

て

い

る

事

業

所

で

も

、

�

・

３

％

は

配

偶

者

手

当

を

見

直

す

予

定

ま

た

は

見

直

す

こ

と

を

検

討

し

て

い

る

ほ

か

、

�

・

１

％

は

税

制

お

よ

び

社

会

保

障

制

度

の

見

直

し

の

動

向

、

他

の

民

間

企

業

の

見

直

し

の

動

向

、

公

務

員

の

見

直

し

の

動

向

等

に

よ

っ

て

は

見

直

す

こ

と

を

検

討

し

て

い

る

と

い

う

。

　

政

府

も

昨

年

９

月

に

決

定

し

た

「

年

収

の

壁

・

支

援

強

化

パ

ッ

ケ

ー

ジ

」

の

中

で

、

配

偶

者

の

収

入

が

一

定

額

を

超

え

る

と

支

給

さ

れ

な

く

な

る

こ

と

も

あ

る

配

偶

者

手

当

の

存

在

が

パ

ー

ト

タ

イ

ム

労

働

で

働

く

配

偶

者

の

就

業

調

整

の

要

因

と

な

っ

て

い

る

こ

と

を

指

摘

。

民

間

企

業

に

配

偶

者

手

当

の

あ

り

方

の

検

討

を

促

し

て

い

る

。

　

こ

う

し

た

中

で

、

人

事

院

が

配

偶

者

手

当

の

廃

止

を

勧

告

し

た

こ

と

か

ら

、

民

間

で

も

同

様

の

動

き

が

加

速

す

る

可

能

性

が

あ

る

。

（４）税　の　し　る　べ令和６年（２０２４年） 月 日 　



　

先

の

国

会

で

は

、

遠

く

は

ウ

ク

ラ

イ

ナ

、

パ

レ

ス

チ

ナ

で

果

て

し

な

い

争

い

が

続

き

、

近

く

は

、

フ

ィ

リ

ピ

ン

沖

、

台

湾

海

域

そ

し

て

尖

閣

諸

島

で

中

国

軍

に

囲

ま

れ

、

我

が

国

の

存

続

に

も

関

わ

る

大

き

な

問

題

が

生

じ

て

い

る

に

も

か

か

わ

ら

ず

、

そ

れ

ら

は

全

く

議

題

に

も

な

ら

ず

、

も

っ

ぱ

ら

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

に

関

わ

る

裏

金

問

題

の

み

が

議

論

さ

れ

て

い

た

。

こ

の

よ

う

な

政

治

家

に

国

政

を

託

さ

ざ

る

を

得

な

い

こ

と

は

、

国

家

・

国

民

に

と

っ

て

も

由

々

し

き

問

題

で

は

あ

る

。

　

そ

の

よ

う

な

国

政

の

問

題

は

と

も

か

く

と

し

て

、

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

を

め

ぐ

る

議

論

の

中

で

、

「

パ

ー

テ

ィ

券

の

記

帳

除

外

は

裏

金

で

あ

り

、

裏

金

は

脱

税

で

あ

る

か

ら

、

脱

税

事

件

と

し

て

摘

発

す

べ

き

で

あ

る

」

旨

の

見

解

が

み

ら

れ

た

。

し

か

し

、

「

裏

金

＝

脱

税

」

と

い

う

こ

と

に

は

、

い

さ

さ

か

論

理

の

飛

躍

が

あ

る

よ

う

に

考

え

ら

れ

る

。

　

そ

も

そ

も

、

国

会

議

員

は

、

そ

の

働

き

に

対

し

て

国

か

ら

歳

費

の

支

給

を

受

け

る

給

与

所

得

者

で

あ

る

。

も

っ

と

も

、

給

与

所

得

者

の

必

要

経

費

の

額

と

目

さ

れ

て

い

る

給

与

所

得

控

除

額

は

、

最

高

額

は

１

９

５

万

円

で

頭

打

ち

と

な

っ

て

い

る

わ

け

で

あ

る

が

、

そ

の

金

額

で

政

治

活

動

が

で

き

る

わ

け

が

な

い

。

そ

の

た

め

、

国

か

ら

所

定

の

政

治

資

金

が

支

給

さ

れ

る

こ

と

に

な

っ

て

い

る

が

、

そ

れ

で

も

足

り

な

い

と

い

う

こ

と

で

、

政

治

献

金

の

一

部

と

し

て

、

パ

ー

テ

ィ

を

催

し

、

そ

の

会

費

収

入

に

依

存

す

る

こ

と

に

な

る

。

そ

れ

ら

の

こ

と

自

体

は

、

何

ら

や

ま

し

い

こ

と

で

は

な

い

。

　

そ

れ

ら

の

政

治

資

金

を

本

来

の

政

治

活

動

に

使

用

し

な

い

で

私

用

に

供

し

た

場

合

に

、

税

金

の

上

で

問

題

と

な

る

。

そ

の

た

め

、

政

治

資

金

に

つ

い

て

は

、

そ

の

収

入

と

支

出

を

帳

簿

に

お

い

て

明

確

に

し

て

お

く

必

要

が

あ

る

。

し

か

し

、

前

国

会

で

問

題

と

な

っ

た

の

は

、

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

の

一

部

を

キ

ッ

ク

バ

ッ

ク

し

て

、

か

つ

、

簿

外

で

処

理

す

る

こ

と

（

裏

金

を

作

る

こ

と

）

を

許

容

し

た

こ

と

で

あ

る

。

　

そ

れ

で

も

、

そ

の

裏

金

が

適

正

な

政

治

活

動

の

た

め

に

使

用

さ

れ

、

そ

の

国

会

議

員

の

私

的

な

こ

と

に

使

わ

れ

て

い

な

け

れ

ば

、

脱

税

云

々

が

問

題

に

な

る

こ

と

は

な

い

は

ず

で

あ

る

。

こ

の

場

合

、

ま

ず

問

題

と

な

る

の

は

、

国

会

議

員

は

、

前

述

し

た

よ

う

に

、

給

与

所

得

者

で

あ

る

が

、

そ

の

歳

費

以

外

に

経

済

的

利

得

を

得

た

場

合

に

そ

の

所

得

の

種

類

が

何

か

で

あ

る

。

そ

の

利

得

の

性

質

上

、

事

業

所

得

か

雑

所

得

か

に

当

た

る

こ

と

が

考

え

ら

れ

る

が

、

政

治

活

動

を

所

得

税

法

上

の

「

事

業

」

と

は

言

え

な

い

で

あ

ろ

う

か

ら

、

雑

所

得

に

該

当

す

る

こ

と

に

な

ろ

う

。

　

こ

の

場

合

、

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

が

簿

外

に

な

っ

て

い

て

そ

の

一

部

が

当

該

国

会

議

員

に

帰

属

し

て

い

る

と

認

め

ら

れ

る

と

き

に

は

、

税

務

署

長

は

「

そ

の

者

の

財

産

若

し

く

は

債

務

の

増

減

の

状

況

、

収

入

若

し

く

は

支

出

の

状

況

」

等

か

ら

所

得

金

額

を

推

計

し

て

、

課

税

処

分

を

す

れ

ば

よ

い

は

ず

で

あ

る

（

所

得

税

法

１

５

６

条

）

。

こ

の

場

合

、

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

の

簿

外

額

が

そ

の

ま

ま

課

税

さ

れ

る

所

得

金

額

に

な

る

わ

け

で

は

な

く

、

そ

の

収

入

金

額

か

ら

政

治

活

動

に

使

用

し

た

経

費

等

を

控

除

し

た

残

額

の

み

が

課

税

の

対

象

に

な

る

こ

と

に

な

る

。

　

し

か

し

、

令

和

４

年

度

税

制

改

正

で

、

簿

外

経

費

等

を

必

要

経

費

に

算

入

し

な

い

と

い

う

厳

し

い

措

置

が

取

ら

れ

て

い

る

の

で

留

意

を

要

す

る

。

す

な

わ

ち

、

雑

所

得

等

を

生

ず

べ

き

業

務

に

係

る

収

入

金

額

が

３

０

０

万

円

を

超

え

る

者

が

、

隠

蔽

仮

装

行

為

（

そ

の

所

得

の

金

額

又

は

雑

所

得

の

額

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

べ

き

事

実

の

全

部

又

は

一

部

を

隠

蔽

し

、

又

は

仮

装

す

る

こ

と

を

い

う

）

に

基

づ

き

確

定

申

告

書

を

提

出

し

、

又

は

提

出

し

て

い

な

か

っ

た

場

合

に

は

、

業

務

に

要

し

た

経

費

が

あ

っ

て

も

そ

の

経

費

の

控

除

が

認

め

ら

れ

な

く

な

る

こ

と

で

あ

る

（

所

得

税

法

�

条

３

項

）

。

こ

の

よ

う

な

規

定

に

も

問

題

が

あ

る

が

、

こ

れ

も

国

会

が

作

っ

た

法

律

で

あ

る

。

　

な

お

、

今

回

の

よ

う

な

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

の

簿

外

処

理

に

つ

い

て

は

、

脱

税

事

件

と

し

て

処

理

す

る

こ

と

は

困

難

で

あ

る

と

考

え

ら

れ

る

。

す

な

わ

ち

、

所

得

税

法

の

脱

税

の

要

件

は

「

偽

り

そ

の

他

不

正

の

行

為

に

よ

り

所

得

税

を

免

れ

た

こ

と

」

（

所

得

税

法

２

３

８

条

）

で

あ

る

が

、

国

税

当

局

（

査

察

部

門

）

が

、

当

該

国

会

議

員

に

脱

税

の

意

思

が

あ

っ

た

こ

と

（

犯

意

）

を

立

証

し

な

け

れ

ば

な

ら

な

い

こ

と

に

な

っ

て

い

る

。

　

こ

の

よ

う

な

脱

税

要

件

の

厳

し

さ

と

新

聞

等

で

報

道

さ

れ

て

い

る

パ

ー

テ

ィ

券

収

入

の

簿

外

金

額

や

そ

の

使

用

状

況

等

か

ら

み

て

、

か

つ

、

従

前

の

脱

税

事

件

に

照

ら

し

、

今

回

は

脱

税

事

件

に

は

な

ら

な

い

も

の

と

考

え

ら

れ

る

。

　インボイス制度の開始に伴い
、請求書等に記載されたインボ

イス番号の確認と仕入税額控除の可否の判断はもちろん、勘定

科目内訳書や青色決算書などへの番号記載などへの対応のため

に、請求書等の読み取りと管理について大幅に事務負担が増え

ています。今回はそのインボイス制度へのデジタル対応につい

て検討します。

　まず初めに、用語の意義について確認しておきます。インボ

イスのデジタル対応に関しては、「電子インボイス」や「デジ

タルインボイス」といった用語を目にします。しばしばこの二

つの用語の意味が混同されていることがあるのですが、本来は

明確に違います。「電子インボイス」は請求書等を画像にする

などして電子化したものを指し、「デジタルインボイス」はＰｅ

ｐｐｏｌ（ペポル：電子文書をネット内で流通させるための仕様・

運用ルール等の標準仕様）を利用してデータでやり取りされる

請求書等情報を指します。

　そのため、インボイスのデジタル対応については、請求書等

の画像データで運用するのか、Ｐｅｐｐｏｌを利用するのかで方法が

違いますし、選択するサービスも異なってきます。

　Ｐｅｐｐｏｌを利用する場合には、最初から請求書等の内容がデー

タ化されていますので、以後の仕訳入力やインボイス番号の管

理についてはオートマチックに進めていくことが可能となりま

す。ですので、ここからは紙の請求書等や、電子取引に係る文

書等への対応をみていきます。

　請求書等からインボイス番号を読み取ってデータ化すること

で、その後の管理に活用できるようになるため、第４回の「会

計システムの有効活用②」でもご紹介した、ＡＩ－ＯＣＲ機能

（画像の文字をシステムが認識してデータにするＯＣＲにＡＩ

の機能が追加されたもので、これまでのＯＣＲに必要だった項

目や位置の読取指定が不要で、自動的にその文字の意味を判断

する機能）を兼ね備えた画像データの取り込みシステムが有効

的に機能します。

　文書をスキャンした請求書等や、電子取引として保存される

請求書等の情報を読み取り、その中のインボイス番号を自動的

に判別するため、人が目視で番号の有無を確認し記録する必要

がなく、正確性と効率性は格段にあがると考えられます。

　これまでも触れてきたとおり、こうしたサービスの利用は有

償です。しかし、取り込んだデータを適切に保存する機能込み

で提供されるものがほとんどであるため、その導入によりイン

ボイスの管理だけでなく、第６回でご紹介したスキャナ保存の

電子帳簿保存法の利用による紙の文書の保存コストと手間の削

減、第７回でご紹介した電子取引保存の電子帳簿保存法の義務

化への対応も可能となってきます。

　今後も増加するデータ管理への対応として、導入の検討の余

地はあると思われます。

（５） 税　の　し　る　べ 令和６年（２０２４年） 月 日　



　

株

式

を

評

価

す

る

機

会

は

相

続

や

贈

与

に

と

ど

ま

ら

ず

、

個

人

や

法

人

が

非

上

場

株

式

等

を

譲

渡

す

る

場

合

や

合

併

、

増

資

、

新

株

引

受

権

の

付

与

な

ど

益

々

増

え

て

い

く

も

の

と

考

え

ら

れ

る

。

　

本

書

で

は

、

特

に

難

解

と

さ

れ

る

非

上

場

株

式

の

評

価

に

着

目

し

、

課

税

の

前

提

と

な

る

非

上

場

株

式

等

の

評

価

の

仕

方

を

最

新

の

事

例

・

判

例

等

を

含

め

基

本

的

な

も

の

か

ら

応

用

ま

で

を

Ｑ

＆

Ａ

形

式

で

分

か

り

や

す

く

解

説

。

　

「

非

上

場

株

式

の

評

価

の

概

要

」

「

同

族

株

主

の

判

定

等

」

「

会

社

規

模

の

判

定

」

「

評

価

方

式

（

類

似

業

種

比

準

方

式

・

純

資

産

価

額

方

式

・

配

当

還

元

方

式

）

の

計

算

」

「

特

定

の

評

価

会

社

」

「

そ

の

他

特

殊

な

株

式

等

の

評

価

」

で

構

成

さ

れ

、

巻

末

に

は

参

考

資

料

と

し

て

、

「

令

和

６

年

分

の

基

準

年

利

率

に

つ

い

て

（

法

令

解

釈

通

達

）

」

な

ど

を

収

録

。

　

今

版

で

は

、

株

式

を

相

互

保

有

す

る

こ

と

に

よ

り

議

決

権

が

な

い

と

さ

れ

る

具

体

例

を

新

た

に

追

加

。

さ

ら

に

、

発

行

済

株

式

数

が

多

く

円

未

満

を

切

捨

て

る

こ

と

に

よ

り

０

円

と

な

る

場

合

の

計

算

方

法

な

ど

の

ほ

か

、

国

側

が

敗

訴

し

た

令

和

６

年

１

月

�

日

判

決

も

詳

解

し

大

幅

増

訂

し

て

い

る

。

　

Ａ

５

判

、

７

３

２

ペ

ー

ジ

。

定

価

４

６

２

０

円

（

税

込

み

）

。

申

し

込

み

は

、

（

一

財

）

大

蔵

財

務

協

会

販

売

局

（

℡

�

―

３

８

２

９

―

４

１

４

１

、

�

�

―

３

８

２

９

―

４

０

０

１

）

。

　

請

求

人

の

取

締

役

が

、

申

告

漏

れ

と

な

っ

て

い

た

現

金

で

受

領

し

た

工

事

代

金

に

つ

い

て

、

故

意

に

領

収

証

を

発

行

し

な

か

っ

た

こ

と

、

あ

る

い

は

そ

の

控

え

を

故

意

に

破

棄

し

た

こ

と

な

ど

に

よ

り

、

故

意

に

帳

簿

に

記

載

し

な

か

っ

た

こ

と

を

裏

付

け

る

証

拠

は

な

い

と

し

て

、

「

隠

蔽

」

に

該

当

す

る

と

は

認

め

ら

れ

な

い

と

判

断

し

た

。

　

審

査

請

求

人

が

、

原

処

分

庁

所

属

の

職

員

の

調

査

を

受

け

て

、

法

人

税

等

及

び

消

費

税

等

の

修

正

申

告

を

し

た

と

こ

ろ

、

原

処

分

庁

が

、

請

求

人

の

売

上

げ

の

計

上

漏

れ

に

つ

い

て

は

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

の

事

実

が

認

め

ら

れ

る

と

し

て

法

人

税

及

び

消

費

税

等

に

係

る

重

加

算

税

の

賦

課

決

定

処

分

を

行

っ

た

。

そ

れ

に

対

し

、

請

求

人

が

、

隠

蔽

ま

た

は

仮

装

に

該

当

す

る

事

実

は

な

い

な

ど

と

し

て

、

原

処

分

の

全

部

の

取

消

し

を

求

め

た

事

案

で

、

国

税

不

服

審

判

所

は

、

請

求

人

が

課

税

標

準

等

ま

た

は

税

額

等

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

事

実

に

つ

い

て

、

隠

匿

あ

る

い

は

故

意

に

脱

漏

し

た

と

ま

で

は

認

め

ら

れ

な

い

と

し

て

、

重

加

算

税

の

賦

課

決

定

処

分

を

取

り

消

し

た

（

令

和

５

年

�

月

４

日

付

、

公

表

裁

決

）

。

基

礎

事

実

等

　

請

求

人

は

、

平

成

�

年

１

月

に

建

築

工

事

等

を

目

的

と

し

て

設

立

さ

れ

た

法

人

で

あ

り

、

設

立

時

の

代

表

取

締

役

は

Ａ

、

取

締

役

は

Ｂ

で

あ

っ

た

。

取

締

役

Ｂ

は

、

令

和

４

年

�

月

�

日

に

代

表

取

締

役

を

辞

任

し

た

Ａ

に

代

わ

り

、

同

日

、

代

表

取

締

役

に

就

任

し

た

。

　

本

件

調

査

担

当

職

員

は

、

４

年

８

月

�

日

、

請

求

人

の

２

年

�

月

期

、

３

年

�

月

期

（

本

件

各

事

業

年

度

）

の

法

人

税

、

２

年

�

月

課

税

事

業

年

度

、

３

年

�

月

課

税

事

業

年

度

（

本

件

各

課

税

事

業

年

度

）

の

地

方

法

人

税

並

び

に

２

年

�

月

課

税

期

間

、

３

年

�

月

課

税

期

間

（

本

件

各

課

税

期

間

）

の

消

費

税

及

び

地

方

消

費

税

に

係

る

調

査

（

本

件

調

査

）

を

開

始

し

た

。

　

請

求

人

は

、

本

件

調

査

に

お

い

て

、

本

件

調

査

担

当

職

員

か

ら

、

請

求

人

が

請

け

負

っ

た

工

事

７

件

（

本

件

各

工

事

）

に

つ

い

て

、

帳

簿

に

記

載

さ

れ

て

お

ら

ず

、

売

上

げ

と

し

て

計

上

さ

れ

て

い

な

い

旨

の

指

摘

を

受

け

た

。

な

お

、

本

件

各

工

事

に

係

る

売

上

金

額

（

税

込

み

）

は

、

○

○

○

○

円

（

本

件

工

事

代

金

）

で

あ

る

。

　

請

求

人

は

、

本

件

調

査

担

当

職

員

か

ら

、

現

金

で

受

領

し

た

本

件

工

事

代

金

を

総

勘

定

元

帳

に

計

上

せ

ず

、

受

領

し

た

金

員

を

取

締

役

Ｂ

が

個

人

的

に

費

消

し

た

こ

と

を

認

め

る

旨

の

書

面

の

提

出

を

求

め

ら

れ

、

当

該

書

面

の

文

案

を

示

さ

れ

た

。

そ

こ

で

、

請

求

人

は

、

４

年

�

月

�

日

、

本

件

調

査

担

当

職

員

か

ら

示

さ

れ

た

文

案

に

修

正

を

加

え

た

「

申

立

書

」

と

題

す

る

書

面

（

本

件

申

立

書

）

を

作

成

し

、

原

処

分

庁

に

提

出

し

た

。

　

本

件

申

立

書

に

は

、

取

締

役

Ｂ

の

署

名

と

代

表

取

締

役

印

が

押

印

さ

れ

、

要

旨

、

次

の

と

お

り

記

述

さ

れ

て

い

た

。

　

①

本

件

工

事

代

金

に

つ

い

て

は

、

取

締

役

Ｂ

が

現

金

で

受

領

し

た

際

、

領

収

証

の

発

行

を

失

念

し

た

こ

と

か

ら

、

売

上

げ

に

計

上

す

る

た

め

の

原

始

記

録

が

な

く

、

帳

簿

に

記

載

す

る

こ

と

が

で

き

な

く

な

り

、

総

勘

定

元

帳

に

計

上

し

て

い

な

か

っ

た

。

②

本

件

工

事

代

金

と

し

て

受

領

し

た

金

員

の

管

理

が

不

十

分

で

あ

っ

た

た

め

、

ど

の

よ

う

に

し

た

か

分

か

ら

な

い

が

、

個

人

的

に

費

消

し

た

と

思

わ

れ

て

も

仕

方

が

な

い

。

③

売

上

げ

に

計

上

し

て

い

な

か

っ

た

の

は

、

当

社

の

書

類

の

整

理

が

ず

さ

ん

で

あ

っ

た

た

め

に

起

き

て

し

ま

っ

た

こ

と

だ

が

、

悪

気

が

な

い

と

い

う

こ

と

を

理

解

し

て

い

た

だ

き

た

い

。

　

請

求

人

は

、

本

件

調

査

担

当

職

員

か

ら

指

摘

を

受

け

た

こ

と

か

ら

、

４

年

�

月

�

日

、

本

件

各

事

業

年

度

の

法

人

税

、

本

件

各

課

税

事

業

年

度

の

地

方

法

人

税

及

び

本

件

各

課

税

期

間

の

消

費

税

等

に

つ

い

て

、

各

修

正

申

告

書

を

提

出

し

た

。

法

人

税

の

各

修

正

申

告

書

に

お

い

て

、

本

件

各

工

事

に

係

る

売

上

計

上

漏

れ

の

処

分

と

し

て

、

社

外

流

出

欄

に

賞

与

と

記

載

し

て

い

る

。

審

判

所

の

判

断

（

認

定

事

実

）

　

請

求

人

の

現

金

管

理

と

経

理

は

、

全

て

取

締

役

Ｂ

が

行

っ

て

い

る

。

請

求

人

は

、

通

常

、

売

上

代

金

を

現

金

で

受

領

し

た

際

に

取

引

先

に

対

し

て

領

収

証

を

発

行

し

、

そ

の

控

え

を

保

管

し

て

お

り

、

現

金

の

入

出

金

等

に

つ

い

て

は

、

日

計

帳

に

記

録

し

て

お

り

、

当

該

日

計

帳

の

作

成

を

取

締

役

Ｂ

の

知

人

に

依

頼

し

て

い

る

。

ま

た

、

Ｃ

商

工

会

に

記

帳

代

行

を

委

託

し

総

勘

定

元

帳

を

作

成

し

て

お

り

、

預

金

通

帳

、

領

収

証

の

控

え

、

日

計

帳

、

経

費

に

係

る

領

収

証

及

び

レ

シ

ー

ト

を

１

年

分

ま

と

め

て

Ｃ

商

工

会

へ

引

き

渡

し

て

い

る

。

　

請

求

人

の

本

件

各

事

業

年

度

に

お

け

る

本

件

各

工

事

以

外

の

工

事

に

は

、

各

売

上

金

額

が

１

０

０

０

万

円

を

超

え

る

も

の

も

多

く

あ

り

、

こ

れ

ら

と

比

較

す

る

と

、

本

件

各

工

事

の

各

売

上

金

額

は

い

ず

れ

も

低

額

の

部

類

に

属

す

る

。

（

検

討

等

）

　

請

求

人

が

、

領

収

証

の

控

え

が

存

在

し

な

が

ら

帳

簿

に

記

載

し

な

か

っ

た

こ

と

を

う

か

が

わ

せ

る

証

拠

は

な

い

こ

と

か

ら

、

本

件

工

事

代

金

が

帳

簿

に

記

載

さ

れ

て

い

な

か

っ

た

の

は

、

請

求

人

が

本

件

工

事

代

金

に

係

る

領

収

証

を

故

意

ま

た

は

過

失

に

よ

り

発

行

し

な

か

っ

た

か

、

そ

の

控

え

を

故

意

ま

た

は

過

失

に

よ

り

破

棄

し

た

も

の

と

認

め

ら

れ

る

と

こ

ろ

、

取

締

役

Ｂ

の

申

立

て

か

ら

は

過

失

に

よ

り

本

件

工

事

代

金

に

係

る

領

収

証

を

発

行

し

な

か

っ

た

事

実

は

認

め

ら

れ

る

も

の

の

、

故

意

に

領

収

証

を

発

行

し

な

か

っ

た

こ

と

、

あ

る

い

は

、

領

収

証

の

控

え

を

故

意

に

破

棄

し

た

こ

と

な

ど

に

よ

り

、

故

意

に

帳

簿

に

記

載

し

な

か

っ

た

こ

と

を

裏

付

け

る

証

拠

は

見

当

た

ら

な

い

。

　

ま

た

、

取

締

役

Ｂ

が

本

件

工

事

代

金

を

個

人

的

に

費

消

し

た

と

取

り

扱

わ

れ

て

も

仕

方

な

い

旨

申

し

立

て

た

こ

と

や

、

請

求

人

が

本

件

工

事

代

金

相

当

額

を

修

正

申

告

で

役

員

賞

与

の

取

扱

い

を

し

た

こ

と

は

認

め

ら

れ

る

も

の

の

、

取

締

役

Ｂ

が

自

ら

の

所

持

金

と

混

同

す

る

な

ど

に

よ

り

本

件

工

事

代

金

を

個

人

的

に

費

消

し

た

可

能

性

を

否

定

で

き

ず

、

請

求

人

に

帰

属

す

る

金

員

と

認

識

し

た

上

で

個

人

的

に

費

消

し

た

と

認

め

る

証

拠

も

な

い

。

　

そ

う

す

る

と

、

請

求

人

が

課

税

標

準

等

ま

た

は

税

額

等

の

計

算

の

基

礎

と

な

る

事

実

に

つ

い

て

、

隠

匿

あ

る

い

は

故

意

に

脱

漏

し

た

と

ま

で

は

認

め

ら

れ

な

い

。

（６）税　の　し　る　べ令和６年（２０２４年） 月 日 　



　フリーランス保護法において

支払期日は、特定受託事業者か

ら物品等を受領した日から�日

以内に定めるとされています。

ただし、再委託の例外が設けら

れています。

　元委託者から受けた業務の全

部または一部を、特定業務委託

事業者が特定受託事業者に再委

託し、かつ、①再委託である旨、

②元委託者の商号、氏名もしく

は名称または事業者別に付され

た番号、記号その他の符号であ

って元委託者を識別できるもの

及び③元委託業務の対価の支払

期日を明示した場合、再委託に

係る報酬の支払期日は、元委託

支払期日から起算して�日以内

のできる限り短い期間内で定め

ることができるとされていま

す。

　下図は再委託の例外の事例で

す。なお、元委託者から特定業

務委託事業者への支払いが遅れ

たとしても、特定業務委託事業

者から特定受託事業者への支払

期日は変わりません。

　再委託の例外で認められる支

払期日を定めている場合には、

元委託者から前払金の支払を受

けた特定業務委託事業者は、特

定受託事業者に対して、資材の

調達その他の業務委託に係る業

務の着手に必要な費用を前払金

として支払うよう適切な配慮を

しなければならないとされてい

ます。

　配慮すべき内容については、

例えば、業務委託に係る業務の

着手に当たって、特定業務委託

事業者自身は費用を要せず、特

定受託事業者のみが費用を要す

る場合には、通常、特定業務委

託事業者が元委託者から受けた

前払金を必要とする合理的な理

由はないことから、特定受託事

業者に元委託者から支払を受け

た前払金の全部を支払うことが

望ましいなどとされています。

　支払期日が金融機関の休業日

に当たったときは、支払を順延

する期間が２日以内である場合

であって、金融機関の翌営業日

に支払うことをあらかじめ書面

等で合意しているときは、結果

として物品等を受領した日から

起算して�日を超えて報酬が支

払われても問題になりません。

　

い

ま

で

は

遠

い

昔

の

よ

う

に

感

じ

る

コ

ロ

ナ

下

で

は

、

授

業

も

マ

ス

ク

で

行

っ

て

い

た

。

緊

急

事

態

宣

言

の

都

度

、

対

面

授

業

が

オ

ン

ラ

イ

ン

に

切

り

替

え

ら

れ

た

り

、

対

面

で

実

施

予

定

だ

っ

た

行

事

が

急

に

オ

ン

ラ

イ

ン

に

変

更

さ

れ

た

り

す

る

な

ど

、

不

安

定

な

教

育

環

境

が

続

い

た

。

　

そ

ん

な

な

か

で

元

総

理

が

選

挙

期

間

中

う

っ

く

つ

に

殺

害

さ

れ

た

。

鬱

屈

と

す

る

空

気

の

２

年

に

追

い

打

ち

を

か

け

る

よ

う

な

事

件

だ

っ

た

と

思

う

。

酒

井

克

彦

教

授

が

主

催

す

る

研

究

会

の

ゲ

ス

ト

に

わ

た

し

が

呼

ば

れ

て

、

先

生

と

の

対

談

を

行

っ

た

の

は

、

こ

の

事

件

の

翌

日

で

あ

る

。

　

先

生

と

は

弁

護

士

時

代

か

ら

ご

縁

が

あ

り

、

当

時

は

国

士

舘

大

学

の

研

究

室

に

よ

く

お

邪

魔

し

て

い

た

。

　

寝

る

間

も

な

い

と

思

わ

れ

る

過

密

ス

ケ

ジ

ュ

ー

ル

を

平

然

と

こ

な

す

超

人

は

、

い

つ

も

爽

や

か

で

、

笑

顔

が

絶

え

ず

、

博

識

で

あ

る

。

先

生

の

よ

う

な

大

学

教

授

が

い

る

こ

と

を

知

っ

て

い

た

こ

と

が

、

弁

護

士

か

ら

の

転

身

を

後

押

し

し

た

気

が

す

る

。

　

理

論

だ

け

で

考

え

る

と

抽

象

的

に

な

る

か

ら

、

学

問

に

も

実

務

と

の

接

点

が

必

要

に

な

る

。

一

方

の

実

務

は

現

場

が

全

て

だ

か

ら

、

理

論

が

後

退

す

る

こ

と

も

あ

る

。

税

法

学

の

超

人

は

、

両

方

を

完

全

に

備

え

た

バ

ラ

ン

ス

派

だ

。

著

作

も

論

文

も

膨

大

に

あ

り

、

活

動

量

が

卓

越

し

て

い

る

。

　

前

回

お

会

い

し

た

の

が

ち

ょ

う

ど

ダ

イ

ヤ

モ

ン

ド

・

プ

リ

ン

セ

ス

号

の

報

道

の

こ

ろ

だ

っ

た

の

で

、

コ

ロ

ナ

下

が

す

っ

ぽ

り

埋

ま

る

２

年

半

振

り

だ

っ

た

。

フ

ァ

ル

ク

ラ

ム

租

税

法

研

究

会

の

�

周

年

と

第

１

０

０

回

を

記

念

す

る

特

別

対

談

の

会

場

に

う

か

が

っ

た

。

対

談

前

に

先

生

の

講

演

が

あ

り

、

そ

の

終

盤

に

会

場

に

入

っ

た

。

あ

と

数

分

で

終

了

と

い

う

時

間

帯

な

の

に

、

聴

き

始

め

た

瞬

間

に

、

吹

き

出

し

て

し

ま

っ

た

。

内

容

は

含

蓄

に

富

む

の

に

、

会

場

は

笑

い

の

渦

に

包

ま

れ

て

い

た

。

時

代

に

影

響

さ

れ

な

い

ユ

ー

モ

ア

と

パ

ワ

ー

に

接

し

、

背

筋

が

伸

び

る

思

い

が

し

た

。

　

本

書

は

、

「

租

税

行

政

」

に

ク

ロ

ー

ズ

ア

ッ

プ

し

た

点

に

、

特

色

が

あ

る

。

税

法

の

な

か

で

も

見

落

と

さ

れ

が

ち

な

こ

の

分

野

は

「

税

務

調

査

」

を

は

じ

め

、

実

務

と

の

接

点

が

明

確

で

あ

る

。

そ

れ

で

い

な

が

ら

、

理

論

的

に

も

精

緻

な

原

則

論

を

知

ら

ず

し

て

語

る

こ

と

は

で

き

な

い

。

　

そ

の

分

野

を

、

こ

こ

ま

で

分

か

り

や

す

く

、

そ

れ

で

い

て

網

羅

的

に

扱

っ

た

現

代

の

テ

キ

ス

ト

は

、

本

書

が

唯

一

無

二

と

思

わ

れ

る

。

コ

ラ

ム

や

統

計

デ

ー

タ

も

た

く

さ

ん

あ

り

、

読

者

を

飽

き

さ

せ

な

い

。

　

も

っ

と

も

、

こ

う

し

た

構

成

や

工

夫

は

酒

井

先

生

の

著

作

で

は

、

常

に

基

本

的

に

な

さ

れ

て

い

る

。

そ

う

す

る

と

、

こ

の

『

ク

ロ

ー

ズ

ア

ッ

プ

租

税

行

政

法

』

の

特

色

は

、

何

な

の

だ

ろ

う

？

　

そ

れ

は

、

租

税

行

政

の

法

分

野

を

１

冊

に

切

り

取

っ

た

こ

と

自

体

が

、

何

よ

り

大

き

い

と

思

う

。

　

勤

務

先

の

大

学

院

で

は

、

隔

年

で

「

公

法

総

合

演

習

」

と

い

う

税

法

院

生

の

た

め

の

科

目

を

担

当

し

て

い

る

。

着

任

時

か

ら

租

税

行

政

の

判

例

を

対

象

に

し

て

い

る

。

院

生

が

手

薄

に

な

り

が

ち

な

の

が

手

続

法

な

の

で

、

あ

え

て

集

中

し

て

も

ら

っ

て

い

る

。

こ

の

分

野

を

書

物

で

学

ぼ

う

と

す

れ

ば

、

テ

キ

ス

ト

は

本

書

し

か

な

い

。

爆

笑

は

で

き

な

い

か

も

し

れ

な

い

が

、

精

緻

な

理

論

と

現

実

の

実

務

と

の

橋

渡

し

が

、

こ

の

１

冊

に

整

理

さ

れ

て

い

る

。

（７） 税　の　し　る　べ 令和６年（２０２４年） 月 日　



　

７

月

５

日

付

で

東

京

国

税

局

長

に

就

任

し

た

星

屋

和

彦

氏

は

２

日

、

国

税

記

者

ク

ラ

ブ

と

の

記

者

会

見

を

行

っ

た

＝

写

真

。

星

屋

局

長

は

、

デ

ジ

タ

ル

の

活

用

が

急

速

に

広

が

っ

て

い

る

中

で

、

「

業

務

や

組

織

を

不

断

に

ア

ッ

プ

デ

ー

ト

し

て

い

き

た

い

」

と

就

任

の

抱

負

を

述

べ

、

デ

ー

タ

分

析

を

活

用

し

た

同

局

の

調

査

方

針

な

ど

に

つ

い

て

語

っ

た

（

詳

細

を

電

子

版

に

掲

載

し

て

お

り

ま

す

）

。

　星屋和彦（ほしや・かずひこ）氏の略

歴　平成元年大蔵省入省、７年巻税務署

長、�年大阪国税局総務部長、�年国税庁

課税部酒税課長、�年東京国税局総務部

長、�年同庁長官官房総務課長、３年同庁

課税部長、４年同庁次長などを経て、７月

から現職。座右の銘は「何事も一生懸命や

ること」。阪神ファンで、「昨年はだいぶ、

神宮球場へ観戦に行きました」と語る。

　

―

―

就

任

に

当

た

っ

て

の

抱

負

　

東

京

局

は

、

そ

の

規

模

・

内

容

に

お

い

て

、

国

の

税

務

行

政

の

中

核

を

担

っ

て

お

り

、

国

税

組

織

全

体

を

け

ん

引

す

る

と

と

も

に

、

最

先

端

の

経

済

活

動

や

取

引

に

つ

い

て

実

態

を

把

握

・

解

明

を

し

、

そ

の

成

果

を

全

国

に

波

及

さ

せ

る

立

場

に

ご

ざ

い

ま

す

。

こ

う

し

た

東

京

局

が

果

た

す

べ

き

役

割

と

い

う

の

は

、

近

年

、

ま

す

ま

す

高

ま

っ

て

い

る

と

考

え

て

お

り

ま

す

の

で

、

こ

れ

ま

で

築

き

上

げ

て

き

た

良

き

伝

統

は

守

り

つ

つ

、

変

え

る

べ

き

と

こ

ろ

は

変

え

、

さ

ら

に

発

展

さ

せ

て

い

き

た

い

と

考

え

て

お

り

ま

す

。

　

ま

た

、

近

年

、

税

務

行

政

を

取

り

巻

く

環

境

は

、

経

済

社

会

の

グ

ロ

ー

バ

ル

化

・

デ

ジ

タ

ル

化

の

進

展

等

に

よ

り

ま

し

て

大

き

く

変

化

し

て

い

ま

す

。

税

を

含

む

あ

ら

ゆ

る

分

野

で

デ

ジ

タ

ル

の

活

用

が

急

速

に

広

が

っ

て

い

る

状

況

に

ご

ざ

い

ま

す

。

　

こ

う

し

た

世

の

中

の

急

速

な

変

化

に

、

国

税

の

仕

事

も

対

応

し

変

わ

っ

て

い

か

な

け

れ

ば

、

我

々

の

使

命

は

果

た

せ

な

く

な

る

と

思

っ

て

お

り

ま

す

。

今

ま

で

と

同

じ

こ

と

を

し

て

い

る

だ

け

で

は

、

世

の

中

の

変

化

に

対

応

し

て

い

く

こ

と

は

で

き

ま

せ

ん

の

で

、

業

務

や

組

織

を

不

断

に

ア

ッ

プ

デ

ー

ト

し

て

い

き

た

い

と

考

え

て

お

り

ま

す

。

　

―

―

東

京

局

の

調

査

等

の

取

組

み

（

デ

ー

タ

分

析

を

活

用

し

た

課

税

の

効

率

化

・

高

度

化

の

現

状

お

よ

び

今

後

の

方

針

と

、

富

裕

層

へ

の

対

応

）

　

東

京

局

で

は

、

保

有

す

る

情

報

に

加

え

、

外

国

当

局

や

民

間

機

関

等

か

ら

収

集

す

る

さ

ま

ざ

ま

な

情

報

な

ど

、

大

量

で

広

範

な

デ

ー

タ

を

整

理

し

、

有

効

活

用

す

る

た

め

に

分

析

ツ

ー

ル

等

を

用

い

た

マ

ッ

チ

ン

グ

や

機

械

学

習

等

の

手

法

に

よ

り

分

析

を

行

っ

て

お

り

ま

す

。

　

そ

し

て

、

そ

の

分

析

結

果

を

活

用

す

る

こ

と

に

よ

り

、

納

税

者

の

コ

ン

プ

ラ

イ

ア

ン

ス

リ

ス

ク

を

客

観

的

に

測

定

・

把

握

し

、

リ

ス

ク

や

非

違

類

型

に

応

じ

た

行

政

指

導

や

署

内

調

査

な

ど

最

適

な

接

触

方

法

を

選

択

す

る

こ

と

で

効

率

的

な

処

理

を

行

っ

て

い

ま

す

。

一

方

で

、

調

査

必

要

度

が

高

い

と

判

定

さ

れ

た

納

税

者

に

対

し

て

は

、

実

地

調

査

に

よ

り

調

査

事

務

量

を

重

点

的

に

投

下

す

る

こ

と

に

よ

り

、

限

ら

れ

た

リ

ソ

ー

ス

、

事

務

量

を

効

果

的

・

効

率

的

に

活

用

す

る

メ

リ

ハ

リ

の

あ

る

事

務

運

営

を

目

指

す

こ

と

と

し

て

お

り

ま

す

。

　

ま

た

、

経

済

社

会

の

グ

ロ

ー

バ

ル

化

・

デ

ジ

タ

ル

化

が

進

展

す

る

中

で

、

一

部

の

富

裕

層

に

よ

る

租

税

回

避

行

為

あ

る

い

は

、

海

外

へ

の

資

産

隠

し

な

ど

に

対

し

、

国

民

の

関

心

が

大

き

く

高

ま

っ

て

い

る

状

況

で

ご

ざ

い

ま

す

。

　

当

局

と

い

た

し

ま

し

て

は

、

適

正

な

申

告

を

行

っ

た

納

税

者

の

方

が

不

公

平

感

を

抱

く

こ

と

な

く

、

税

務

行

政

の

信

頼

を

損

な

う

こ

と

が

な

い

よ

う

、

租

税

回

避

行

為

等

に

対

し

て

は

、

組

織

を

挙

げ

て

厳

正

な

対

応

を

行

っ

て

い

る

と

こ

ろ

で

ご

ざ

い

ま

す

。

具

体

的

に

は

、

有

価

証

券

や

不

動

産

等

の

大

口

所

有

者

、

経

常

的

な

所

得

が

特

に

高

額

な

個

人

、

ま

た

、

海

外

投

資

等

を

積

極

的

に

行

っ

て

い

る

個

人

な

ど

、

富

裕

層

へ

の

対

応

を

重

点

課

題

と

し

て

掲

げ

、

資

産

運

用

の

多

様

化

・

国

際

化

が

進

ん

で

い

る

こ

と

を

念

頭

に

積

極

的

に

調

査

を

実

施

し

て

お

り

ま

す

。

　

我

が

国

経

済

の

中

心

地

を

管

轄

す

る

東

京

国

税

局

と

い

た

し

ま

し

て

は

今

後

と

も

租

税

回

避

行

為

等

の

的

確

な

把

握

に

努

め

る

と

と

も

に

、

引

き

続

き

、

適

正

・

公

平

な

課

税

を

実

現

し

て

ま

い

り

た

い

と

思

い

ま

す

。

　

―

―

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

導

入

後

の

対

応

に

つ

い

て

　

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

に

つ

き

ま

し

て

は

、

こ

れ

ま

で

関

係

民

間

団

体

等

の

皆

さ

ま

に

も

ご

協

力

を

い

た

だ

き

な

が

ら

、

制

度

の

周

知

広

報

を

進

め

て

ま

い

り

ま

し

た

。

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

が

始

ま

っ

て

初

め

て

の

個

人

事

業

者

の

確

定

申

告

期

間

が

終

了

い

た

し

ま

し

て

、

法

人

の

確

定

申

告

も

順

次

行

わ

れ

て

い

る

な

ど

、

こ

れ

ま

で

大

き

な

混

乱

も

な

く

推

移

し

て

い

る

も

の

と

考

え

て

お

り

ま

す

。

　

現

在

も

引

き

続

き

、

制

度

の

円

滑

な

定

着

に

向

け

、

関

係

府

省

庁

が

連

携

し

、

政

府

全

体

で

取

組

を

進

め

て

い

る

と

こ

ろ

で

ご

ざ

い

ま

す

。

　

東

京

局

と

い

た

し

ま

し

て

も

引

き

続

き

、

個

々

の

事

業

者

の

立

場

に

立

ち

ま

し

て

、

き

め

細

か

く

丁

寧

に

対

応

し

、

登

録

す

る

か

否

か

を

悩

ま

れ

て

い

る

事

業

者

の

方

々

向

け

の

「

登

録

要

否

相

談

会

」

や

登

録

済

み

の

事

業

者

の

方

々

向

け

の

「

イ

ン

ボ

イ

ス

制

度

相

談

会

」

と

い

っ

た

個

別

相

談

会

を

開

催

す

る

な

ど

、

各

種

施

策

を

実

施

し

て

い

く

こ

と

と

し

て

お

り

ま

す

。

　

公

益

社

団

法

人

札

幌

南

法

人

会

女

性

部

会

（

須

藤

祥

子

部

会

長

）

は

７

日

、

札

幌

プ

リ

ン

ス

ホ

テ

ル

で

豊

平

神

社

禰

宜

・

三

橋

充

佳

氏

を

講

師

に

迎

え

、

神

社

参

拝

等

の

マ

ナ

ー

に

つ

い

て

研

修

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

研

修

会

で

は

、

神

社

の

禰

宜

（

ね

ぎ

）

と

い

う

職

階

（

役

職

）

と

階

位

（

資

格

）

の

話

か

ら

始

ま

り

、

鳥

居

を

く

ぐ

る

と

こ

ろ

か

ら

始

ま

る

参

拝

の

仕

方

や

、

神

殿

内

部

で

の

上

位

・

下

位

の

席

の

決

ま

り

な

ど

を

学

ん

だ

。

　

そ

の

他

、

最

近

人

気

の

御

朱

印

や

四

季

折

々

の

花

で

飾

ら

れ

た

花

手

水

（

は

な

ち

ょ

う

ず

）

の

評

判

の

神

社

な

ど

を

紹

介

し

た

。

　

参

拝

の

研

修

会

後

は

、

恒

例

の

洋

食

の

テ

ー

ブ

ル

マ

ナ

ー

の

研

修

会

を

行

い

、

８

月

７

日

は

北

海

道

で

は

七

夕

祭

り

を

す

る

こ

と

に

ち

な

み

、

七

夕

の

趣

向

で

用

意

さ

れ

た

料

理

を

テ

ー

ブ

ル

マ

ナ

ー

の

説

明

を

聞

き

な

が

ら

楽

し

ん

だ

。

　

全

国

女

性

税

理

士

連

盟

（

西

原

千

景

会

長

）

は

３

日

、

帝

国

ホ

テ

ル

大

阪

に

お

い

て

、

第

�

回

定

期

総

会

を

開

催

し

た

＝

写

真

。

　

来

賓

に

は

、

大

阪

国

税

局

税

理

士

監

理

官

の

勝

本

幸

成

氏

、

日

本

税

理

士

会

連

合

会

の

太

田

直

樹

会

長

、

韓

国

女

性

税

務

士

会

の

フ

ァ

ン

・

ヨ

ン

ス

ン

会

長

、

近

畿

税

理

士

会

の

石

原

健

次

会

長

は

じ

め

九

州

ま

で

の

８

単

位

会

会

長

ら

が

招

か

れ

た

。

今

年

は

以

前

よ

り

交

流

の

あ

っ

た

韓

国

女

性

税

務

士

会

の

役

員

ら

の

参

加

も

あ

っ

た

。

　

冒

頭

、

西

原

会

長

が

会

長

就

任

後

の

２

年

間

を

振

り

返

り

あ

い

さ

つ

。

議

事

で

は

、

令

和

５

年

度

事

業

報

告

・

決

算

報

告

、

規

約

改

正

、

６

年

度

の

事

業

計

画

・

収

支

予

算

案

な

ど

、

す

べ

て

の

議

案

を

承

認

し

た

。

　

役

員

改

選

で

は

、

東

京

税

理

士

会

杉

並

支

部

の

奥

田

よ

し

子

氏

が

新

会

長

に

選

出

さ

れ

た

。

奥

田

新

会

長

は

あ

い

さ

つ

の

な

か

で

、

「

時

代

の

変

化

に

柔

軟

に

対

応

し

た

会

務

及

び

組

織

離

れ

が

叫

ば

れ

る

昨

今

で

は

あ

る

が

、

魅

力

あ

る

組

織

で

あ

り

続

け

る

た

め

に

は

何

を

す

べ

き

か

等

々

模

索

し

な

が

ら

活

動

し

て

い

き

た

い

と

思

う

」

と

抱

負

を

語

っ

た

。

（８）税　の　し　る　べ令和６年（２０２４年） 月 日

年ぎめ本体価格７，６３６円（税込価格８，４００円）

月ぎめ本体価格　６３６円（税込価格　７００円）
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